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平成 18 年度業務実績に関する評価：項目別評価について 

 

１ 年度計画 No.38 学部学科等の再編について 

  年度計画No.38は、中期計画No.20、22、61、62と関連付けて記載しており、中期計画

の各項目に記載した内容の視点から、それぞれの実施状況について、評価を実施してい

る。 

 

年度計画 対応する中期計画 No. 評価の視点 

No.38 

学部・学科等の再編 

No.20 文系修士課程と社会システム研究科との再

編に関する検討内容、及びその前提となる学

部学科等の再編の取り組みの視点から評価 

 No.22 専門職大学院ビジネススクールの設置状

況、教員体制整備、カリキュラム整備、初年

度入試の状況等を評価 

 No.61 学部学科等再編及び大学院の再編など教育

研究組織の整備について総合的に評価 

 No.62  

 

北方キャンパス文系4学部の再編とこれに伴

うカリキュラム、教員体制の整備に関する視

点から評価 

 

 このうち、中期計画 No.20 大学院の再編の視点からの評価については、大学院再編が中

期計画及び年度計画では平成19年度を目途としているものが、結果として、平成20年度の

再編となったが、中期計画 No.22 専門職大学院の設置、No.61 学部・学科及び大学院の新

設・再編、No.62北方キャンパス文系4学部の学部学科再編については、次の理由により本

学ではⅣと評価しており、再度その趣旨についてご説明したい。 

 

 (1) 中期計画 No.22 専門職大学院の設置 

中期計画 No.22 専門職大学院の設置の視点から、その進捗状況についての評価を

行った。 

まず、ビジネススクール、ロースクール、MOT の設置の検討については、平成 17 年

度に検討を行い、①ビジネススクールの平成 19 年 4 月設置、②ロースクールについて

は、平成19年度の設置を見送り、先行ロースクールや新司法試験の状況等を踏まえて

改めて検討する、③MOT についても、平成 19 年度設置は見送り、ビジネススクールに

おいて関連科目等を設け、その実績を踏まえて改めて検討する、という決定を行った。

（別紙１） 

    その決定を踏まえて、ビジネススクールについては、専門職大学院としてのカリキュラ

ムの検討、地元企業等からの特色ある実務家教員の配置、サテライトキャンパスの設置

等、大学として重点的に取り組んだ結果、地域の特色を生かしたカリキュラム群を構成
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し、北九州地域に集積する地域の知を集めることができ、全国的には苦戦しているビジ

ネススクールも出てきている中、志願倍率 2.5 倍を確保したことを評価してⅣとしている。

（別紙２） 

  

(2) 中期計画 No.61 学部・学科及び大学院の新設・再編 

中期計画No.61の学部学科再編、大学院再編など教員組織の再編全般についての

視点から評価を行った。 

大学院再編が、平成 19 年度から平成 20 年度開設となった点はあるものの、 

① その実施内容については平成 18 年度にほぼまとまり、平成 19 年 6 月には文部

科学省への設置届出を行うことができた点 

② 加えて、法人化の際には予定されていなかった国際環境工学研究科の資源循

環系新専攻の設置、及び国際環境工学部の学科再編が、新たな取り組みとして

推進し、同じく平成 19 年度に設置届出を行うことができた点 

を評価した。 

また、平成18年度は基盤教育センターを設置、平成19年度には専門職大学院ビジ

ネススクールの開校と志願倍率 2.5 倍の確保、北方キャンパスにおける学部学科再編

と37名の学部等間の教員異動を実現するなど、全体として、教育組織の再編は高いレ

ベルで進捗しているとの判断でⅣと評価した。（別紙３） 

 

(3) 中期計画 No.62 文系 4 学部の再編 

   中期計画No.62北方キャンパス4学部の再編の視点から、その進捗状況等について

評価を行った。 

平成 19年 4月に選択と集中という考え方により、全学的に各教員の専門分野を踏ま

えつつ再配置を行い、他大学ではあまり例のない、北方キャンパス全教員のほぼ１／４

にあたる 37 名の学内移動を行うことができた点を評価してⅣとした。（別紙４） 

 

２ 年度計画 No.58 広報活動の実施について 

   年度計画No.５８では、中期計画No.４０、４５と関連付けて記載しており、中期計画の各

項目に記載した内容の視点から、それぞれの実施状況について、評価を実施している。 

 

年度計画 対応する中期計画 No. 評価の視点 

No.58 

広報活動の実施 

No.40 優秀な学生確保（一般選抜志願者 6,000 名

確保）のための各種広報活動の実施 

 No.45  

 

優秀な学生の入学を促すための高大連携の

拡充 

 

年度計画No.58では、「一般選抜で6,000名以上の志願者数を確保するため・・・」と

の表現をとっているが、この項目は、中期計画 No.40 に記載している「6,000 名以上の

一般選抜志願者の確保」を中期計画期間内に達成するため、その目標に向けて、平
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成 18 年度に各種広報事業を積極的・計画的・組織的に実施するという趣旨であり、法

人化 2 年目の平成 18 年度に一般選抜志願者 6,000 名確保を達成しようという計画で

はない。 

こうした考え方に基づき、実施状況等に記載した各種事業を積極的に展開し、平成

17年度を大きく上回る実施実績と参加者数を確保できた。加えて、県内高校12校の進

路指導担当者を本学に招き、学長・各学部長等との意見交換会を実施するなど、新し

い試みも実施した点を評価した。 

その結果として、全国的な 18 歳人口の減少や国公立大学入学志願者の減少、また、

公立の大規模総合大学の多くが志願者減の状況となった中で、一般選抜志願者を増

加できたことを評価してⅣとした。（別紙５・６） 

 

なお、中期計画 No.40 に記載した一般選抜志願者 6,000 名の確保については、各種

広報事業の充実強化に努めているが、全国の 18 歳人口や大学進学希望者総数が減少

する中、大変厳しい状況にあることは大学として認識しており、この項目も含めた中期計

画の実現に向けた対応について、検討を行う予定としている。 

 

３ 年度計画 No.85 研究プロジェクトの誘致、連携協力の推進について 

 ◆ 中期計画 No.75 プロジェクトの誘致・推進 

科学研究費補助金については、中期計画 No.148・年度計画 No.23 が評価項目とな

っており、この項目では、北九州学術研究都市における研究プロジェクトを中心に、そ

の進捗状況についての評価をした。 

国際環境工学部では、国の研究拠点形成プロジェクトとして、文部科学省の現代的

教育ニーズ取組支援プロジェクト（平成１６年採択）のほか、同じく文部科学省の知的ク

ラスター創成事業（北九州学術研究都市で採択：平成１４年採択）への参画や、（独）新

エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「タイ国における ECOディーゼル燃料

油の開発」（平成１７年度採択）、経済産業省の人材育成事業である「北部九州地域の

自動車向け金型中核人材育成事業」にも平成 18 年度より参加している。 

また、北部九州への自動車関連産業の集積を受けて、地域企業や地方自治体が推

進する「カーエレクトロニクス中核人材育成事業」へも積極的に参画した。 

こうした取り組みの成果として、知的クラスター創成事業では、担当副学長が国の産

学官連携功労者表彰（文部科学大臣賞）を受賞、また、北九州市と地元企業との共同

による、低環境負荷の新消火剤開発プロジェクトが、同じく産学官連携功労者表彰（総

務大臣賞）を受賞することとなり、大きな成果を上げたと判断してⅣと評価したものであ

る。 



別紙１











２００７年度 マネジメント研究科入学者選抜試験 志願状況 

 

 ○ 入学定員 ３０人 
 ○ 出願総数 ７５人 
 ○ 志願倍率 ２．５倍 
 ○ 入学者数 ３７名 
 

第１回選抜 第２回選抜  

期  間 人数 期  間 人数 

出  願 1/19（金）～1/26(金） ３５ 2/9（金）～2/16（金） ４０ 

１次選考結果通知 2/8（木） - 3/1（木） - 

２次選考試験日 2/17（土） - 3/11（日） - 

合 格 発 表 3/9（金） - 3/21（水） - 

 

＜参考＞ 

 他大学ＢＳの２００６年度志願状況  

都道
府県 定員 出願 合格 入学 志願倍率

北海道 ２００４年開設
（国立） 35 63 35 35 1.80
茨城 ２００５年開設
（国立） 30 30 28 … 1.00
東京 ２００３年開設
（国立） 99 183 99 94 1.84
東京 ２００３年開設
（私立） 150 287 180 … 1.91
東京 ２００４年開設
（私立） 60 32 32 32 0.53
東京 ２００４年開設
（私立） 80 131 … 90 1.64
東京 ２００３年開設
（私立） 100 101 69 69 1.01
愛知 ２００６年開設
（私立） 50 71 67 … 1.42
京都 ２００６年開設
（国立） 60 192 72 … 3.20
京都 ２００４年開設
（私立） 70 66 63 57 0.94
京都 ２００６年開設
（私立） 55 50 47 40 0.91
大阪 ２００５年開設
（私立） 100 120 97 … 1.20
兵庫 ２００３年開設
（国立） 54 187 86 85 3.46
香川 ２００４年開設
（国立） 30 41 33 … 1.37
福岡 ２００３年開設
（国立） 45 133 … 47 2.96

小樽商科大学大学院　　
商学研究科　　アントレプレナーシップ専攻

筑波大学大学院
ビジネス科学研究科　　国際経営プロフェッショナル専攻

２００６年度入試

国際マネジメント研究科　　国際マネジメント専攻

一橋大学大学院
国際企業戦略研究科　　国際経営戦略コース

早稲田大学大学院
アジア太平洋研究科　　国際経営学専攻

法政大学大学院
イノベーション・マネジメント研究科　　イノベーション・マネジメント専攻

経済学府　　産業マネジメント専攻

立命館大学大学院
経営管理研究科　　経営管理専攻

関西学院大学大学院
経営戦略研究科　　経営戦略専攻

南山大学大学院
ビジネス研究科　　ビジネス専攻

京都大学大学院
経営管理教育部　　経営管理専攻

同志社大学大学院

名　　　　称

神戸大学大学院
経営学研究科　　現代経営学専攻　　　　　　　　　　

香川大学大学院
地域マネジメント研究科　　地域マネジメント専攻

九州大学大学院

ビジネス研究科　　ビジネス専攻

明治大学大学院
グローバル・ビジネス研究科　　グローバル・ビジネス専攻

青山学院大学大学院

注１） 私立大学専門職大学院の情報は、未公表 

注２） 合格欄の赤色の網掛けは、募集定員に満たなかった大学 

注３） 志願倍率欄の黄色の網掛けは、志願倍率が２倍に満たない大学 

別紙２



北九州市立大学 学部・大学院の再編 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１８年度 １９年度 

２１年度 ２０年度 

＊基盤教育センター組織強化、基盤教育科目の実施 

＊学部学科再編（英米学科・中国学科設置、教員再配置） 

＊専門職大学院マネジメント研究科（ビジネススクール）設置 

＊社会システム研究科博士前期課程設置、既存修士課程を統合・再編

＊国際環境工学研究科に新専攻設置 

＊国際環境工学部の学科再編・基盤教育センターひびきの分室設置 

＊昼夜開講制見直し・地域創生学群設置 

 

＊基盤教育センター設置 

 

博士後期課程

90 35 65 135 75 160 68 155 155

25 10 10 15 10 35 17 15 15 50 50 100 50

情
報
メ
デ
ィ
ア
工
学
科

環
境
空
間
デ
ザ
イ
ン
学
科

社会システム研究科（後期課程のみ）
8

15

環
境
化
学
プ
ロ
セ
ス
工
学
科

環
境
機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科

経営学研究
科

経済学研究
科

10

人
間
関
係
学
科

　
経
済
学
科

経済学部法学部
　
法
律
学
科

　
中
国
語
専
攻

外国語学科

外国語学研究科

14

　
英
語
専
攻

外国語学部 文学部

国際環境工学研究科　博士後期課程

環境工学専攻 情報工学専攻

10

環境工学専攻 情報工学専攻

国際環境工学部

60 40

国際環境工学研究科　博士前期課程

10

大
 
学
 
院

修士課程

法学研究科

10

人間文化
研究科

10

基盤教育センター

昼(938)

夜(152)

学
　
　
部

　
政
策
科
学
科

比
較
文
化
学
科

国
際
関
係
学
科

　
経
営
情
報
学
科

111 80 80 142 177 76 昼～夜
(90)

90

政
策
科
学
科

基盤教育センター

　
地
域
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

　
地
域
福
祉

　
地
域
シ
ス
テ
ム

地域創生学群

大
 
学
 
院

社会システム研究科　博士後期課程

8

社会システム研究科　博士前期課程
東アジア
専攻

　
経
営
情
報
学
科

法
律
学
科

地域コミュ
ニティ専攻

国際環境工学研究科　博士後期課程

10

情
報
メ
デ
ィ
ア
工
学
科

建
築
デ
ザ
イ
ン
学
科

文化・言語
専攻

法学研究科

外国語学部 文学部 経済学部

108

法学部

現代経済
専攻

8

45

環境システム専攻

30

マネジメン
ト研究科

国際環境工学研究科　博士前期課程

機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科

環
境
生
命
工
学
科

40 40

45 45 70 45

エ
ネ
ル
ギ
ー
循
環
化
学
科

8

地域社会システム専攻

12 10修士課程 専門職学位課程

基盤教育センター ひびきの分室

環境システム専攻 環境工学専攻 情報工学専攻

10

国際環境工学部

環境工学専攻 情報工学専攻

50

学
　
　
部

英
米
学
科

　
中
国
学
科

国
際
関
係
学
科

　
比
較
文
化
学
科

人
間
関
係
学
科

　
経
済
学
科

昼
(1000)

50 142 142

博士後期課程

100 45 75 135 75 160 68 140 140 昼(938)

25 10 10 15 10 35 17 15 15 夜(152) 50 50 100 50

人間文化
研究科

10 30

マネジメント
研究科

経済学研究
科

国際環境工学研究科　博士前期課程

情報工学専攻

国
際
関
係
学
科

外国語学研究科

英
米
学
科

中
国
学
科

10

　
法
律
学
科

14 10

情
報
メ
デ
ィ
ア
工
学
科

環
境
空
間
デ
ザ
イ
ン
学
科

国際環境工学部
　
経
済
学
科

経済学部

40

学
　
　
部

　
政
策
科
学
科

比
較
文
化
学
科

人
間
関
係
学
科

法学部

大
 
学
 
院

修士課程

環境工学専攻

国際環境工学研究科　博士後期課程

環境工学専攻 情報工学専攻

法学研究科

10

60

基盤教育センター　※強化・基盤教育開始

社会システム研究科（後期課程のみ）
8

15

環
境
化
学
プ
ロ
セ
ス
工
学
科

環
境
機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科

専門職学位課程

外国語学部 文学部
　
経
営
情
報
学
科

100 75 75 140 160 68 昼(938)

25 10 10 15 35 17 夜(152)

修士課程 専門職学位課程

学
　
　
部

基盤教育センター ひびきの分室

環
境
生
命
工
学
科

（

環
境
化
学
プ
ロ
セ
ス
工
学
科
）

エ
ネ
ル
ギ
ー
循
環
化
学
科

（

環
境
機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科
）

機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科

情
報
メ
デ
ィ
ア
工
学
科

（

環
境
空
間
デ
ザ
イ
ン
学
科
）

建
築
デ
ザ
イ
ン
学
科

基盤教育センター

45 70 45

環境システム専攻 環境工学専攻 情報工学専攻

12 10 10

マネジメント
研究科

45

環境システム専攻

国際環境工学部

環境工学専攻 情報工学専攻

50 40 40

45

国際環境工学研究科　博士前期課程

外国語学部 文学部 経済学部 法学部

現代経済
専攻

8

地域コミュ
ニティ専攻

8

15

45 135 140

10 15

英
米
学
科

　
中
国
学
科

国
際
関
係
学
科

8

地域社会システム専攻

10

社会システム研究科　博士前期課程
東アジア
専攻

文化・言語
専攻

法学研究科

国際環境工学研究科　博士後期課程大
 
学
 
院

社会システム研究科　博士後期課程

108 30

政
策
科
学
科

人
間
関
係
学
科

　
経
済
学
科

　
経
営
情
報
学
科

法
律
学
科

　
比
較
文
化
学
科
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1

外国語学部

経済学部

※1）○数字は再編のために採用を保留しているポスト数

※2)（　）数字は、保留ポストの移籍に伴う採用ポスト

文学部

法学部

英米

１３

↓

１５

中国

１０

①

↓

１０

国関

１４

②

↓

１２

人関

１５

↓

比文

２５

③

↓

１６

経済

１８

↓

１５

営情

２０

↓

１３

法律

２１

↓

２０

政策

１３

↓

１１

１

６

１

１

都市政策研究所（Ｈ１８．４組織改正）

① (1)

マネジメント研究科（専門職大学院）

５
２

基盤教育センター

4

１

３

１

２
基盤教育センター

（Ｈ１８．４設置）

１

１

１８ (2) 

１

１

3

３

6

５

２

4

７

１

１

６

１ １

１

１

３

BSへ移動７名

学部・学科間移動１２名

学部から基盤へ１８名

移動総数３７名

学部・学科・センター間移動：平成１９年４月
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1

入試広報活動実績－平成16、17、18年度

H１６ H１７ H１８

１．オープンキャンパス ３，６００人 ３，４００人 ３，６００人

２．進路指導者担当懇談会 １３５校 １６８校 １７５校

３．サマースクール １８１人 ２４１人 ２７６人

４．ガイダンスIN鹿児島 １０１人 ８３人 １５２人

５．出張講義・高校訪問 ３０校 ４０校 ２２７校

６．進学説明会 ２０箇所 ２８箇所 ６２箇所

７・大学訪問 ９０６人 １，５６６人 １，９０９人
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